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日本の食料安全保障の脆弱性

■ 食料自給率について
農林水産省によると、2021 年の日本の食料自給率は 38％
（カロリーベースによる試算）となっています。
日本で食べられている食料は、38％だけが国内で生産され、
残りの 62％は海外からの輸入に頼っているのです。
また、日本の食料自給率は、1965 年には 73％でしたが以
降は年々減少し、今では38%にまで落ち込んでいます。
それでは、食料自給率を主な先進国と比較してみましょう。
農林水産省のデータでは、カナダやオーストラリアの食料
自給率はは 200％以上もあり、アメリカ・フランス・スペ
インが 100％を超えています（グラフにはありませんが、
ロシアは 125％です）。
また、他のヨーロッパの国々も概ね 60％前後です。
　
■ 種の自給率
しかし、ここで言う「自給率」は「成果物」のことであり、
生産の基となる「野菜の種」の自給率は 10％のみです。
例えば、日本では野菜の自給率は80％と言われていますが、
物流が止まると「種」が輸入できず、野菜の生産量は現在
の10％になってしまうのです。
また、米の場合は「国がお金を出して県が良い種を作る
事業」を行っていたのですが、種の生産が民間に切り替
わってしまった上に農家による自家増殖も制限されたそ
うです。
生産が民間事業になると、採算重視で海外に依存するよ
うになる可能性が高く考えられ、安全性や安定供給にリ
スクが生じることになります。　
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■ 仮に戦争などで貿易（物流）が停止したら
日本の農家の 99.4％が化学肥料を使う農業を慣行していると
言われており、化学肥料が使えなくなると生産量は半減して
しまうでしょう。
しかし、その肥料はほぼ 100％を輸入に頼っています。
万一紛争などが勃発し物流が止まるような事態が発生すると、
種が輸入できなくなり一気に食料危機が訪れます。その時は、
日本の野菜の自給率 80％は、1/10 に落ち込み 8% に下がって
しまうのです。
現在、化学肥料の輸入には次のような問題があります。
・中国は自国の需要が増えたので輸出しないと表明している
・ロシアとベラルーシはウクライナ問題で日本を敵国として
捉え売らないと言っている
また、家畜の餌も深刻です。例えば、鶏の卵は 97％の自給率
ですが、餌のとうもろこしは 100％を輸入に頼っています。

■ ショッキングな試算
2022 年 8 月、アメリカのラトガース大学で「核戦争が起きた
時の世界の犠牲者数」が試算され、科学誌ネイチャー・フー
ドに査読済みの論文が掲載されました。
この論文では、大きな核戦争が起きた場合は世界で 50 億人が
犠牲になると試算されていますが、注目すべきは「局地的な
核戦争」が勃発した場合の記述です。
「局地的な核戦争」では、被ばく自体で 2700 万人、さらに 2
年後には食料が不足して 2 億 5000 万人が犠牲になると試算さ
れ、驚くことにそのうち３割の7200万人が日本人（人口の6割）
とされています。
世界的な戦争が起こらなくとも、物量が止まることで簡単に
食糧危機が訪れ、日本は世界最大のリスクを抱えているので
す。本当の食糧危機はこちらかも知れません。
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■ 日本の食料自給率は38％のみ、62％は輸入
　農林水産省によると、2021 年の日本の食料自給率は
38％（カロリーベースによる試算）となっています。
　日本で食べられている食料は、38％だけが国内で生産さ
れ、残りの62％は海外からの輸入に頼っているのです。
　また、日本の食料自給率は、1965 年には 73％でしたが
以降は年々減少し、今では38%にまで落ち込んでいます。
　それでは、食料自給率を主な先進国と比較してみましょう。
農林水産省のデータでは、カナダやオーストラリアの食料
自給率はは 200％以上もあり、アメリカ・フランス・スペ
インが 100％を超えています（グラフにはありませんが、
ロシアは 125％です）。
　また、他のヨーロッパの国々も概ね60％前後です。

　
■ 本当の食料自給率は10％以下　
　しかし、ここで言う「自給率」は「成果物」のことであり、
生産の基となる「野菜の種」の自給率は 10％のみです。

例えば、日本では野菜の自給率は80％と言われていますが、
物流が止まると「種」が輸入できず、野菜の生産量は 8％
になってしまうのです。
　また、米の場合は「国がお金を出して県が良い種を作
る事業」を行っていたのですが、種の生産が民間に切り
替わってしまった上に農家による自家増殖も制限された
そうです。
　生産が民間事業になると、採算重視で海外に依存する
ようになる可能性が高く考えられ、安全性や安定供給に
リスクが生じることになります。　

■ 化学肥料は100％輸入　貿易が止まったら？
　日本の農家の 99.4％が化学肥料を使う農業を慣行している
と言われており、化学肥料が使えなくなると生産量は半減し
てしまうでしょう。
　しかし、その肥料はほぼ 100％を輸入に頼っています。
万一紛争などが勃発し物流が止まるような事態が発生すると、
種が輸入できなくなり一気に食料危機が訪れます。その時は、
日本の野菜の自給率 80％は、1/10 に落ち込み 8% に下がって
しまうのです。
　現在、化学肥料の輸入には次のような問題があります。
　・中国は、自国の需要が増えたので輸出しないと表明している
　・ロシアとベラルーシは、ウクライナ問題で日本を敵国として
　　捉え、売らないと言っている
　また、家畜の餌も深刻です。例えば、鶏の卵は 97％の自給
率ですが、餌のとうもろこしは 100％を輸入に頼っています。

■ 世界のどこかで地域紛争が起きると、物流が止まり、
　 日本は農作物が作れなくなって数千万人が餓死する？
　2022 年 8 月、アメリカのラトガース大学で「核戦争が起き
た時の世界の犠牲者数」が試算され、科学誌ネイチャー・フー
ドに査読済みの論文が掲載されました。
　この論文では、大きな核戦争が起きた場合は世界で 50 億人
が犠牲になると試算されていますが、注目すべきは「局地的
な核戦争」が勃発した場合の記述です。
　「局地的な核戦争」では、被ばく自体で 2700 万人、さらに
2 年後には食料が不足して 2 億 5000 万人が犠牲になると試算
され、驚くことにそのうち３割の 7200 万人が日本人（日本の
人口の 6割）とされています。
　世界的な戦争が起こらなくとも、物量が止まることで簡単
に食糧危機が訪れ、日本は世界最大のリスクを抱えているの
が現状です。本当の食糧危機はこちらかも知れません。
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参政党の３つの重点政策

・探究型のフリースクールを地方自治体が作れるようにする法改正。

・自ら仕事をつくり、収入を他者に依存せず、管理されない人生が設計できる公教育の実現

・国や地域、伝統を大切に思える自尊史観の教育

・外国資本による企業買収や土地買収が困難になる法律の制定

・外国人労働者の増加を抑制し、外国人参政権を認めない。

・個人情報と通貨発行権を守るための新しいデジタル政府通貨の導入
 （松田プラン）

・医療資源の適正配分による、膨張する医療費の抑制

・農薬や肥料、化学薬品を使わない農業と漁業の推進と食品表示法の見直し

・先人の知恵を生かした日本版 SDGs の推進
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参政党は、以下の 3つの項目を重点政策として掲げています。参政党は、以下の 3つの項目を重点政策として掲げています。

・農薬の基準について
　海外では禁止されている農薬が日本で使われていることをご存じでしょうか？
　
・移民の受け入れについて
　多くの移民が日本に流入し、仮に100万人が特定の都市に移転してきたらどうなるでしょう。
　
・超過死亡について
　年間の死亡者数を前年と比べ、増加した場合を「超過死亡」と言います。昨年は17万人でした。
　
・「領海」と「非核三原則」
　領海は12海里（約22km）なのに、18.7kmの津軽海峡を
　
・外国人生活保護
　年間1200億円の外国人への生活保護。他の国では考えられません。
　
・戦後日本の歴史教育について
　私たちが教わってきた日本の歴史教育は正しかったのでしょうか？
　
・国まもりについて
　「武力に依らない平和」が実現できるのでしょうか。

私たちは次のような事柄を心配しています。（次号以降の予定）

日本が抱える様々な問題を、
皆さんおひとりおひとりが
ご自身で考えることが、
日本をより暮らしやすい国へと
変えていきます。
参政党に参加しなくても大丈夫です。

　私たちの大切な祖国である日本は、今、様々な問題を抱え、

重大な危機に直面しています。

　食料の確保と品質の安全性、外交／安全、疫病、収入の減少

など、数え上げればキリがありません。

　このままでは平穏な暮らしが続けられなくなるような深刻な

状態ですが、そのような将来を迎えないためにも、私たち自身

が真剣に考えて行動しなければなりません。

　そして、それを実践するのは、我々ひとりひとりの国民です。

決して、政治家に任せきりにしてはならないのです。

　もちろん、私たち参政党も精一杯動きます。しかし、日本を

良くするために行動する主役は政治家ではありません。皆さん、

おひとりおひとりなのです。ですから、「私たちと一緒にやりま

しょう」とは言いません。私たちも考えて行動します。皆さん

もご自身で考えて行動してください。

諦めずに行動しよう

外国籍船が通過できる訳


